三郷町災害時協力登録車制度実施要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、町内で大規模な地震災害、風水害その他の災害（以下「災害」という。）による大規模停電が発生し、又は発生のおそれのある場合において、町内の避難所等における緊急電源となる車両の確保のためにあらかじめ町民等の車両を登録すること（以下「三郷町災害時協力登録車制度」という。）について必要な事項を定めるものとする。
（対象車両）
第２条　三郷町災害時協力登録車制度に登録できる車両は、外部給電が可能な電気自動車、プラグインハイブリッド自動車又は燃料電池自動車とする。
（登録の申込み）
第３条　登録の申込みができる者は、町内に在住する者又は町内に所在する法人とする。
２　登録を希望する者（以下「登録希望者」という。）は、登録申込書（第１号様式）に、登録を希望する車両の自動車検査証（以下「車検証」という。）の写しを添付して、町長に提出しなければならない。
３　登録希望者は、自身（法人の場合は当該法人）が使用する車両に対してのみ、登録の申込みができるものとする。
（登録の決定及び通知）
第４条　町長は、前条の規定により登録の申し込みがあったときは、これを審査し、当該車両を登録するものとする。
２　町長は、前項の審査により登録を決定したときは、三郷町災害時協力登録車制度登録決定通知書（第２号様式）により、登録の申込みをした者（以下「申込者」という。）に通知するものとする。
（登録の期間）
第５条　前条第１項の規定により登録を受けた車両（以下「登録車両」という。）の登録期間（以下「登録期間」という。）は、同条第２項の規定により登録の決定をした日（以下「決定日」という。）から当該決定日の属する年度の３月３１日までとする。
２　前項の規定にかかわらず、第３条第２項の規定により提出した車検証の有効期間の満了する日が決定日の属する年度の３月３１日を超えない場合は、登録期間は車検証の有効期間の満了する日までとする。
３　第１項の規定に該当する登録車両については、同項に規定する登録期間内に、翌年度の登録について解除の申出がない場合は、当該車両の登録期間を翌年度の３月３１日又は車検証の有効期間の満了する日のいずれか早い日まで延長するものとし、以後同様とする。
（登録内容の変更）
第６条　登録者は、第３条第２項の規定により提出した車検証の記載内容に変更があった場合は、登録内容変更届出書（第２号様式）に変更後の車検証の写しを添付して、速やかに町長に提出しなければならない。
２　前条第２項又は第３項の規定により登録期間が車検証の有効期間が満了する日までの登録車両については、前項の規定による届出をもって、登録を更新したものとみなし、その登録期間は、前条第１項及び第３項の規定に準ずるものとする。
（登録の解除）
第７条　登録者は、登録の解除を希望するときは、登録解除申出書（第３号様式）を町長に提出しなければならない。
２　町長は、前項の規定による申出を受けたときは、登録解除通知書（第４号様　式）により登録解除申出者に通知するものとする。
（登録の取消し）
第８条　町長は、登録者が次の各号のいずれかに該当するときは、登録を解除することができる。
(1) 死亡した場合
(2) 心身の故障のため､活動に支障があり､又はこれに堪えない場合
(3) 第３条第１項及び第３項に規定する登録の要件を喪失した場合
(4) 長期にわたり連絡がとれない場合
(5) 虚偽の申請により活動する等､信義に反する行為を行った場合
(6) 前各号に掲げるもののほか、登録が不適格であると認められる事実があったと町長が認める場合
２　町長は、前項の規定により登録を解除したときは、登録解除通知書（第５号様式）により登録者に通知するものとする。
（活動の内容）
第９条　登録者又は登録者から登録車両による活動の依頼を受けた者（以下「協力者」という。）は、町内で地震、風水害等で大規模停電が発生した場合で、町から連絡があったときは、登録車両で町が指定する町内のいずれかの避難所へ参集するよう努めるものとする。
２　協力者は、各避難所の運営責任者の指示に従い、登録車両からの給電を行うものとする。
３　協力者は、活動が終了したときは、自身の責任において登録車両の運搬を行うものとする。
（報酬等）
第１０条　協力者の活動は無報酬とし、食費、燃料費等の活動に要する費用は自己負担とする。
２　協力者が活動にあたり負傷又は死亡した場合は、町が加入する総合賠償保険の規定により保険金を支払うものとする。
３　登録車両からの給電に要した電気代相当額は、町が支払うものとする。
４　協力者の活動にあたり登録車両が損害を被った場合又は滅失した場合は、町は、その損害を賠償しないものとする。ただし、町の責に帰すべき事由による場合は、この限りでない。
（個人情報の管理）
第１１条　町は、申込者から提供された個人情報を他の用途に利用してはならない。
２　町は、個人情報の授受、保管及び管理にあたっては、個人情報の保護に必要な措置を講じるものとする。
（その他）
第１２条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。
付　則
この告示は、令和２年８月１日から施行する。
